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採点表

企業名  順位 総合得点 
（満点100点）  

ZEV の割合
2022年

ICE 車の
段階的廃止

サプライチェーン
の脱炭素化

資源の節約と 
効率化

減点

メルセデス・
ベンツ 1 41.1 7.25% 25.6 13.0 3.0 -0.5

BMW 2 40.0 10.32% 25.0 13.0 2.5 -0.5

SAIC 3 35.3 30.93% 36.8 -1.0 0.0 -0.5

フォード 4 28.9 2.74% 18.9 10.0 0.5 -0.5

ゼネラル
モーターズ 5 27.6 1.90% 16.1 12.0 0.5 -1.0

フォルクス
ワーゲン 6 26.6 7.29% 19.1 6.0 2.0 -0.5

ステランティス 7 26.3 4.98% 15.8 11.0 0.5 -1.0

ルノー 8 24.5 10.59% 16.0 7.0 2.0 -0.5

ヒョンデ・起亜 9 20.5 5.58% 17.5 3.0 0.5 -0.5

ホンダ 10 14.7 0.67% 13.7 1.0 0.5 -0.5

日産 11 13.9 2.98% 9.9 1.0 3.5 -0.5

長安 12 12.5 11.52% 13.5 -1.0 0.0 -0.0

トヨタ 13 12.4 0.24% 7.9 4.0 1.0 -0.5

長城 14 10.8 9.02% 11.8 -1.0 0.0 -0.0

スズキ 15 3.2 0.00% 1.7 1.0 0.5 -0.0

CO2



EVへの消費者需要が高まり、排出
ガス削減が規制で義務化されたこ
とで、自動車市場は変わってきた。
こうした変化に適応しているEVに
特化した新興メーカーや既存メー
カーに、従来型の自動車メーカーは
市場シェアを奪われつつある。

内燃エンジンと化石燃料に依存する
時代が終わろうとしている今、自動
車メーカーはEVを求める人々の声
に応える必要がある。

電動化とカーボンニュートラルに
むけて取り組むとは、単に排出ガス
をなくすことではない。

自動車業界が2050年の排出量実質
ゼロ目標に合わせて脱炭素化を進
めるには、ICE乗用車の販売を段階
的に全廃する必要がある。

エグゼクティブサマリー
2022年も異常気象の1年だった。パキスタン、中国、ナイジェリアなどで洪水が
発生し、アメリカ大陸をハリケーン「イアン」が、フィリピンを台風が、両半球を
記録的な熱波と寒波が襲った。しかしこれらは、2022年に地球で猛威をふるった
異常気象の一部にすぎない。世界が気候危機の影響に立ち向かっている今日、自動
車産業の脱炭素化は引き続き緊急の課題である。

世界の輸送部門の炭素排出量は 2022 年に 2.1％増加し、前年に比べ二酸化炭素
（CO2）で137トン増となった1。自動車産業は温室効果ガス（GHG）の主要な排
出源である。陸上輸送は 2022 年の全世界の排出量の 17.9％を占めている2。輸送
部門のなかでは乗用車が排出源として最大で、2018年には部門全体の排出量の
45％を占めていた3。

近年、電気自動車（EV）の普及が進んでいるものの、輸送部門の排出量は産業界
を除く他のすべての最終消費部門を上回るペースで伸び続けている 4。EV を普及
させ内燃エンジン（ICE）車の速やかな段階的廃止を実現するには、自動車業界の
断固たる施策と強いリーダーシップが必要である。必要な施策としては、目標を伴
う意欲的な ICE車段階的廃止にむけて法規を定めること、EVに対応したインフラ
へ投資することなどが挙げられる。

国際エネルギー機関（IEA）によれば、2050 年までに炭素排出量実質ゼロを達成
にするには、2030 年までに世界の炭素排出量を毎年 3％以上削減しなければなら
ない 4。自動車業界が 2050年の排出量実質ゼロ目標に合わせて脱炭素化を進める
には、ICE 乗用車の販売を段階的に全廃する必要がある 5。世界の従来型自動車
メーカー上位 15 社による 2022 年の化石燃料車の販売台数は 5,550万台という膨
大な数にのぼった一方で、ゼロエミッション車（ZEV）の販売台数はわずか 330万
台にとどまった。つまり、従来型自動車メーカー上位 15 社の 2022年の自動車販
売台数のうち ICE車が占めた割合は 94.4％であり、2018 年の 99.5％からわずか
に減ったにすぎない。

従来型の自動車メーカーは市場や規制に由来する課題を抱えている。EVへの消費
者需要が高まり、排出ガス削減が規制で義務化されたことで、自動車市場は変わっ
てきた。こうした変化に適応している EV に特化した新興メーカーや既存メーカー
に、従来型の自動車メーカーは市場シェアを奪われつつある。自動車業界内では、
投資家や資産運用会社がこうした市場や政策の変化を受けて、自動車メーカーの脱
炭素化の動きに関心を高めている。

電動化にむけた競争が始まった。内燃エンジンと化石燃料に依存する時代が終わ
ろうとしている今、自動車メーカーは EVを求める人々の声に応える必要がある。
より大局的に言えば、自動車メーカーは気候危機における自らの役割に責任ある態
度で臨み、電動化とカーボンニュートラルにむけて業界を導いていく必要がある。
電動化とカーボンニュートラルにむけて取り組むとは、単に排出ガスをなくすこと
ではなく、自動車産業の生産・材料調達の構造を作り直すということでもある。
カーボンニュートラルな自動車産業の実現にむけた第一歩は適切な目標設定であ
り、その目標のもとで業界は行動しなければならない。

「自動車環境ガイド 2023」では、（1）内燃エンジン（ICE）の段階的廃止、（2）サプ
ライチェーンの脱炭素化、（3）資源の削減および効率化の 3 つを柱に、自動車メー
カー各社の脱炭素化の取り組みを評価する。これら3つの柱はマフラーからの排
出ガス、生産に由来する排出量、材料調達にかかわる排出量を対象とし、平均的な
乗用車のライフサイクル排出量に応じて重み付けをした。



業界全体を通じての調査結果
•	 EVは急速に普及しているものの、世界の自動車市場にお

ける主流は依然として ICE 車である。世界の従来型自動車
メーカー上位15 社が 2022 年に販売したゼロエミッショ
ン車（ZEV）の数は 330 万台だったのに対し、ICE 車の販
売台数は 5,550 万台だった。従来型自動車メーカーの年
間販売台数に ICE 車が占める割合は依然として高い。同
15 社が販売した自動車全体のうち ICE 車の比率は 2018
年で 99.5％だったが、2022 年においてもまだ 94.4％だ
った。 

•	 ZEV 販売台数において、従来型自動車メーカーは競争に
負けつつある。従来型自動車メーカー上位 15 社は 2022
年における世界自動車市場シェアの 74％を占めるものの 
同年のZEV市場シェアは43％を占めるにとどまっている。
従来型自動車メーカーが今なお ICE 車の販売に重点を置
く一方で、他メーカーは電動化を推し進めている。2021
年から 2022年までの従来型自動車メーカー上位15 社の
ZEV 販売台数の成長率は 47％で、同期間の世界全体の成
長率 69％に遅れをとっている。 

•	 世界の ZEV 販売台数は増加しているが、メーカーによっ
て進捗状況は一律ではない。世界の従来型自動車メーカー
上位15社のZEV販売台数は1年間で100万台以上拡大し、
2021年の220万台から2022年の330万台へと増加した。
5 年前の世界の ZEV 販売台数はわずか 40 万台であった。
この間、ZEV 販売台数を伸ばした会社がある一方で、完
全に出遅れている企業もある。今般評価対象となった15
社のうち、上位となった会社は販売した車10 台あたり 3
台が EVであったのに対し、下位の会社のなかではゼロの
会社もあった。 

•	 従来型自動車メーカーは、中国と欧州以外では ZEV 販売
台数を大きく伸ばせなかった。従来型自動車メーカーは政
府による優遇措置を受けられる中国と欧州では ZEV 販売
を伸ばしたものの、その他地域のZEV 市場での普及率は
今なお低い。従来型自動車メーカーは依然としてグローバ
ルサウスで大量の ICE 車を販売しているが、これは化石燃
料の消費を永続化させるもので、メーカー各社が掲げる気
候変動へのコミットメントと矛盾している。 

•	 自動車メーカーが現在掲げている脱炭素化目標は、世界
の平均気温上昇を1.5℃以下に抑えるには不十分である。
従来型自動車メーカーのなかで、ICE車の段階的廃止、お
よびサプライチェーンや川上材料の脱炭素化の両方につい
て目標を定めた包括的なサステナビリティ計画を公表して
いる企業はほんの少数しかない。脱炭素化の取り組みで最
も高評価を得た自動車メーカーでさえ、世界の平均気温上
昇を1.5℃以下に抑えるために必要なレベルの努力を約束

していない。国際エネルギー機関（IEA）によれば、この
目標を達成するにはICE車を 2035年までに完全に廃止し
なければならない 5。全体的に見て、2022 年の世界の自動
車メーカー上位 15社による脱炭素化の取り組みは低調に
とどまり、パリ協定に即した排出量削減目標を達成できる
レベルには届かなかった。 

•	 スポーツ用多目的車（SUV）の販売台数が急速なペースで
伸び続けており、燃費の悪さから気候変動への大きな脅威
となっている。2022 年の世界のSUV販売台数は、2021
年から110 万台増加して 3,440 万台となった 6。SUVは
鉄鋼消費量が多く燃費効率が低いため、普通乗用車や小型
車に比べカーボンフットプリントが大きい。本報告書で対
象となった自動車メーカー15社のうち 3 分の2が、自動
車販売台数全体に占める SUVの割合を過去 3 年間で増加
させている。2022年の世界の自動車販売台数のうち SUV
が占めた割合は、ヒョンデ・起亜で 53％、長城で 72％と
半分以上にのぼった。一方、トヨタでは 37％、フォルク
スワーゲンでは 44％、ゼネラルモーターズでは 40％、ス
テランティスでは 36％だった。 

•	 世界最大級の自動車メーカーは、再生可能エネルギーによ
る充電に十分に投資していない。ZEV 充電のための電力
需要が高まるなか、自動車メーカー各社は再生可能エネル
ギーの能力を増強し、新たな需要を満たす必要がある。自
動車メーカーは電力販売契約（PPA）や直接投資を通じて
再生可能エネルギーを調達すべきである。一方で、分離型
の再生可能エネルギー証書（REC）の購入は、その再生可
能エネルギーの追加性について議論の余地があるため控え
るべきである7。 

•	 自動車メーカーはこれまで、脱炭素化においてサプライ
チェーンや材料が果たす重大な役割を軽視してきた。 
自動車メーカーの脱炭素化戦略は、ZEV の生産・販売を増
やしマフラーからの排出ガスを削減することに重点が置か
れがちである。業界全般において、鉄鋼調達にかかる生産
工場でのエネルギー消費や川上工程での排出量といった、
サプライチェーンや材料、生産に起因する排出量が十分に
考慮されていない。従って、EV のライフサイクルエネル
ギー消費を考慮に入れないと排出が野放しになりかねない。



比較分析の結果
•	 今年のランキングで最も高得点だったのはメルセデス・ベ

ンツとBMW だった。ただし両社の ZEV 販売台数と ICE
車の段階的廃止のペースは、地球の平均温度上昇を1.5℃
以下に抑えるレベルには到達しなかった 5。両社の ZEV 生
産能力は不十分であり、テスラや BYDといったEV専業
の自動車メーカーに大きく差をつけられている。 

•	 ランキングにある自動車メーカー15 社うち 2022 年の
ZEV 販売が最多だったのは上海汽車（SAIC）だった。 
これは割合でも台数でもあてはまる。自動車メーカー15
社による 2022年の ZEV販売台数のうち、4 台に1台以上
はSAIC 車だった。同社は本報告書が対象にした自動車メ
ーカーのなかで、インド、タイ、インドネシアなどの新興
市場で ZEV を大規模に販売している唯一の企業である。
ただし、SAIC はサプライチェーンと材料の脱炭素化に関
するスコアが低く、それにより総得点が押し下げられた。
SAIC と同じく中国企業である長安と長城も、2022 年の
ZEV 販売の割合がそれぞれ 11％および 9％と比較的高水
準だったが、生産と材料調達に由来する排出量削減への取
り組みは十分に示していない。 

•	 トヨタは今年のランキングでも改めて低い評価となり、日
産とホンダより下位に。トヨタのZEV 販売実績は、400台 
あたり1台以下であった。また、2021年以降、同社の ICE 
廃止計画について前進がみられなかった。一方で、ホンダ 
は 2022 年の ZEV 販売率は向上し、日産は欧州市場で
2030 年までに ICE販売を廃止することにコミットした。
世界最大の自動車会社であるトヨタの EV シフトは非常に
遅いと言える。 

•	 ヒョンデ・起亜は引き続きSUV 販売を拡大させているた
め、炭素排出量が増加している。ヒョンデ・起亜の総販売
台数に SUVが占める割合は過去 5 年間増え続けており、
2022 年には過去最高を記録した。同年、SUV は初めて同
社総販売台数の半分以上を占めるに至った。販売台数拡大
を SUV に依存しているヒョンデ・起亜の姿勢は、自らを
持続可能な企業であるとする同社の主張と矛盾しており、
カーボンフットプリント低減への努力が不十分であること
を示している。ヒョンデ・起亜の ZEV販売台数の年間成
長率は過去 5 年でわずか1～2ポイントにとどまり、同業
他社の多くから著しく遅れている。同社は 2045年までに
カーボンニュートラルを達成するという声明を出している
が、それを裏付ける脱炭素化目標は設けていない。 

•	 フォルクスワーゲン、ステランティス、ルノーは ZEV販
売を伸ばしたが、競合他社の一部ほどの急成長ではなかっ
た。フォルクスワーゲンは、サプライチェーンの脱炭素化
が進んでいないことが減点要因となった。ステランティス
の脱炭素化への取り組みは、この 1 年間で実質的に改善さ
れておらず、気候危機の緊急性を反映していない。ステラ
ンティスは総販売台数に占める ZEV の割合が低く、総合
的な脱炭素化目標を打ち出していない。ルノーは、今年も
サプライチェーンの脱炭素化努力を怠っている。2022 年
のルノーの ZEV 販売比率は、従来的な自動車メーカー上
位 15社の中で 3 番目に高かったが、ICE の段階的廃止計
画が曖昧で、サプライチェーンの炭素排出量を削減する具
体的なアクションがないため、減点となった。 

•	 フォードのZEV成長率には進展がみられたが、それでも
まだ販売台数はあまりに少ない。フォードが ZEV の生産
能力拡大と販売台数増に努めたことは、2018～2022年
の年平均成長率（CAGR）の高さや、2022 年のZEV販売
台数が10万台以上に達したことからも明らかに読み取れ
る。ただし、フォードの 2022 年の総販売台数に占める
ZEVの割合は 3％以下である。世界の平均気温上昇を 1.5
℃以下に抑えるという目標を達成するためにフォードは
ZEV 販売を加速させる必要がある。 

•	 ゼネラルモーターズは、中国現地企業との合同会社の販売
台数の分類方法が変わったため順位を下げた。ゼネラル 
モーターズは2022年の1位から5 位へと順位を下げた。
これは、中外合弁事業における中国ブランド車の販売が中
国の合弁パートナーの方に分類されるようになったためで
ある。ジョイントベンチャー上汽 GM 五菱が生産し主に
中国で販売している 2 ブランド「五菱」と「宝駿」の販売
台数は、2022年自動車環境ガイドではゼネラルモーター
ズのものとして計上されたため同社の ZEV 販売台数が高
水準となったが、2023年版では分類方法が変わり、SAIC
の販売台数として計上されている。五菱の「宏光 MINI 
EV」は、テスラのモデル Y とモデル 3 に次いで 2022年に
世界で 3 番目に売れた ZEV だった 8。 

•	 スズキは今年のランキングで全自動車メーカー中、最下位
だった。同社は、2023年 1 月に欧州・日本・中国の各市
場での EV 導入時期を明記した「2030 年度に向けた成長
戦略」を発表するまで、ZEVの開発・販売計画を設けて
いなかった9。サプライチェーンや材料の脱炭素化にむけ
たスズキの取り組みは意欲的とは言えず、定量目標も定め
ていない。 

•	 トヨタ、ホンダ、日産など日本の自動車メーカーは EVシ
フトの遅れから、EU、中国、米国の各市場でシェアを失
いつつある10。日本政府は EV 生産に対する優遇措置をほ
とんど取っていないため、トヨタ、ホンダ、日産はEV シ
フトにあたり他のグローバル自動車メーカーよりも不利な
立場に置かれている。 



提言

1.

2.

3.

4.

ICEの段階的廃止を加速する
大手自動車メーカーは、気候非常事態に際し、それぞれ
の規模の優位性と世界市場への浸透度に見合った気概を
持って、確固たる行動を取る必要がある。我々は世界の
大手自動車メーカーに対し、2030 年までに各々の主要市
場（米国、中国、韓国、日本）での ICE車の販売を終了す
るよう要求する。欧州では、2028年までに ICE 車販売を
終了すべきである。移行においては労働者の声を中心に
据え、彼らの利益を保護しなければならない。

再生可能エネルギーによる充電の促進
自動車メーカーは再生可能エネルギーによる充電を推進
し、その発電量を増やすよう努力する必要がある。世界
のZEV 車両が増加するなかで、EV により増加する電力
需要は再生可能エネルギーで満たさなければならない。
ZEV は、再生可能エネルギーを動力として初めて真のゼ
ロカーボンと言える11,12。

鉄鋼の脱炭素化を加速させる
鉄鋼は、自動車の生産段階におけるカーボンフットプリ
ントにおいて最も大きな割合を占めており「ゆりかごか
ら出口まで」の排出量の半分が鉄鋼によるものである。
自動車メーカーは鉄鋼を脱炭素化する施策を講じる必要
がある。施策には原材料のカーボンフットプリントを監
査・開示し、カーボンフットプリントの低い鉄鋼（本書
では低カーボン鋼とする）の購入に努め、鉄鋼の炭素低
減目標を設定し、SUVの生産台数を減らし、ゼロカーボ
ン・スチールの迅速な技術開発に投資することなどがあ
る。

サプライチェーンの脱炭素化と省資源化 
自動車メーカーは、資源消費と炭素排出を削減し、その
他の環境負荷を低減し、再利用とリサイクルの効率を高
めるべく、バッテリーの再利用やリサイクルに必要な能
力を強化する必要がある。

5.

6.

公正な移行を確実にする
自動車メーカーおよび政策立案者は、早期かつ頻繁に労
働者、労働組合、労働団体その他の利害関係者と意見を
交換しつつ、利用できるツールをすべて利用して ICE車
の段階的廃止を管理する必要がある。労働者および周辺
団体の経済的、社会的、物理的な健康と福祉を守るため、
自動車メーカーは最大限に公正な移行を保証する強力な
投資と施策を計画する責任がある。なお、産業転換のた
めの施策は、大胆な投資、社会的セーフティネットプロ
グラムの拡大、また、職場における労働者の声を優先す
るという誓約と共に実施されなければならない。

モビリティを再考し、自家用車の所有を減らす
私たちは ICE車の段階的廃止という名目で自動車市場を
拡大させることのないよう、注意を払うべきある。気候
変動に有意な影響を与えるには、ICE 車の段階的廃止に
加え、自動車そのものの数を減らすことが必要である。
最終的には、未来におけるゼロカーボンモビリティを実
現するために自家用車の数を大幅に減らし、公共交通機
関をさらに効率化し、カーシェアリングの選択肢を増や
し、都市を再設計して徒歩や自転車のためのスペースを
作らなければならない。自動車メーカーは、車をより多
く売り続けるという前提に立った現在のビジネスモデル
を根本的に見直す必要があり、一方、政府はゼロエミッ
ションの未来にむけて経済戦略を策定しなければなら
ない。

本レポートの調査結果に基づけば、地球の平均気温上昇を1.5℃以下と定めたパリ協定に沿う水準で脱炭素化を実現するために自
動車メーカーが取れる措置は多数ある。以下に示す提言の具体的なスケジュールや詳細は地域によって異なるが、いずれもすべて
の市場で、またサプライチェーン全体で実行される必要がある。
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